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２ 一般会計 

（１）歳 入（別表４，８参照） 

イ．概要 

平成２３年度一般会計の歳入決算額１９５億３，０８１万２千円は、前年度より１億９，４５７

万２千円（１．０％）増加しており、予算現額１９９億７，３９２万７千円に対する収入率は９７．

８％である。 

また、調定額２００億２，５４５万２千円に対する収入率は９７．５％である。 

収入未済額は４億７，６０３万３千円で、前年度に比べて１，８３０万６千円（３．７％）の減

である。一般会計歳入決算額を自主財源と依存財源に区分し、前年度と比較すると次表のとおりで

ある。 

自主財源及び依存財源別決算状況 

区     分 平成 23 年度 構成比 平成 22 年度 構成比 構成比増

減 自 

 

主 

 

財 

 

源 

  千円 ％ 千円 ％ ポイント 

市               税 6,662,270 34.1 6,452,956 33.4 0.7 

分担金及び負担金 314,458 1.6 340,516 1.7 △ 0.2 

使用料及び手数料 445,582 2.3 466,044 2.4 △ 0.1 

財産収入 9,366 0.1 14,944 0.1 △ 0.0 

寄附金 31,356 0.2 33,447 0.2 △ 0.0 

繰入金 22,550 0.1 30,928 0.2 △ 0.1 

繰越金 650,269 3.3 245,499 1.3 2.0 

諸収入 1,767,705 9.1 1,865,943 9.6 △ 0.5 

小   計 9,903,556 50.8 9,450,277 48.9 1.9  

依 

 

存 

 

財 

 

源 

地方譲与税 193,350 1.0 198,032 1.0 △ 0.0 

利子割交付金 19,759 0.1 24,648 0.1 △ 0.0 

配当割交付金 17,599 0.1 15,846 0.1 0.0 

株式等譲渡所得割交付金 4,062 0.0 5,255 0.0 △ 0.0 

地方消費税交付金 463,222 2.4 466,606 2.4 △ 0.0 

ゴルフ場利用税交付金 86,278 0.4 95,151 0.5 △ 0.1 

自動車取得税交付金 60,729 0.3 65,425 0.3 △ 0.0 

国有提供施設等所在 30,026 0.2 29,963 0.2 0.0 

地方特例交付金 75,026 0.4 82,386 0.4 △ 0.0 

地方交付税 4,380,947 22.4 4,450,123 23.0 △ 0.6 

交通安全対策特別交付金 6,867 0.0 6,785 0.0 0.0 

国庫支出金 2,028,870 10.4 2,069,985 10.7 △ 0.3 

県支出金 986,002 5.0 1,057,163 5.5 △ 0.5 

諸収入 120,519 0.6 111,195 0.6 0.0 

市債 1,154,000 5.9 1,207,400 6.3 △ 0.3 

小   計 9,627,256 49.2 9,885,963 51.1 △ 1.9 

   合        計 19,530,812 100.0 19,336,240 100.0 - 
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自主財源は９９億３５５万６千円（５０．８％）で、前年度に比較すると４億５，３２７万９千

円（４．８％）増加している。 

依存財源は９６億２，７２５万６千円（４９．２％）で、前年度に比較すると２億５，８７０万

７千円（２．６％）減少している。また、自主財源の歳入決算額に占める割合は、前年度に比較し

て１．９ポイント増加している。 

歳入科目は２２款に区分されており、その内容は次のとおりである。 

ロ．市税 

市        税 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
収入率 

対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

6,449,200,000 7,084,675,378 6,662,269,471 17,963,937 404,441,970 103.3 94.0 

収入済額６６億６，２２６万９千円は歳入決算額の３４．１％で、前年度の３３．４％に比較し

て０．７ポイント増加している。 

また、前年度の市税収入済額６４億５，２９５万６千円と比較すると、当年度は２億９３１万３

千円（３．２％）増加している。これは主に、固定資産税で１億５，４９３万９千円（４．６％）

増加したことによるものである。 

市  税  収  入  状  況 

科   目 平成２３年度 平成２２年度 比較増減 前年度 

 収入済額 収入済額  対比率 

 円 円 円 ％ 

市民税 2,509,826,751 2,515,075,119 △ 5,248,368 99.8 

固定資産税 3,527,748,619 3,372,809,638 154,938,981 104.6 

軽自動車税 115,788,814 114,391,725 1,397,089 101.2 

市たばこ税 276,285,389 237,377,403 38,907,986 116.4 

特別土地保有税 0 0 0 - 

都市計画税 232,619,898 213,302,406 19,317,492 109.1 

合  計 6,662,269,471 6,452,956,291 209,313,180 103.2 
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また、市税不納欠損額及び収入未済額の状況は次表のとおりである。 

市税不納欠損額及び収入未済額 

年度 調定額 収入済額 
不納欠損 

収入未済額 収入率 
金額 件数 

  円 円 円 件 円 ％ 

23 7,084,675,378 6,662,269,471 17,963,937 442 404,441,970 94.0 

  円 円 円 件 円 ％ 

22 6,927,662,857 6,452,956,291 50,778,199 856 423,928,367 93.1 

不納欠損額は１，７９６万４千円で、前年度に比較して３，２８１万４千円（６４．６％）減少

している。 

欠損処分を実施した件数は４４２件（前年度８５６件）である。欠損処分理由は、地方税法第１

５条の７第４項の規定により納付義務が消滅したもの（執行の停止が３年間継続したことにより消

滅）が３５件（２４人）、７７万１千円（４．３％）、同法第１５条の７第５項の規定によるもの(即

時消滅)が１３０件（３８人）、４７３万８千円（２６．４％）、同法第１８条第１項の規定による

もの（５年間行使しないことによる消滅時効）が２７７件（１１１人）、１，２４５万５千円（６

９．３％）である。 

なお、これらの対象者は、滞納処分をすることができる財産がない者、所在及び財産が共に不明、

倒産及び競売、生活が窮迫しているもの、破産宣告を受けたもので、すべて合法的に処理されてい

ると認められる。 

収入未済額は４億４４４万２千円で、前年度に比較すると１，９４８万６千円の減少となってお

り、収入未済額の調定額に対する比率は５．７％で、前年度より０．４ポイント減少している。そ

の内訳は、固定資産税２億４，６９５万１千円（６１．１％）、市民税１億３，２１９万円（３２．

７％）、都市計画税１，５３４万１千円（３．８％）、軽自動車税９９６万円（２．５％）である。 

 ハ．地方譲与税 

地 方 譲 与 税 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

187,000,000 193,350,238 193,350,238 0 6,350,238 103.4 100.0 

収入済額１億９，３３５万円は歳入決算額の１．０％で、前年度に比較すると４６８万２千円（２．

４％）の減少である。これは、地方揮発油譲与税が４５０万６千円（７．７％）減少し、また、自

動車重量税収入額の３分の１に相当する額を市町村の道路財源として譲与される自動車重量譲与

税において１７万６千円（０．１％）減少したものである。 
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 ニ．利子割交付金 

利 子 割 交 付 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 

予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

17,000,000 19,759,000 19,759,000 0 2,759,000 116.2 100.0 

 収入済額１，９７５万９千円は歳入決算額の０．１％で、前年度に比較すると４８８万９千円（１

９．８％）の減少である。 

 この収入は、県に納付された利子割額に１００分の９５を乗じて得た額の５分の３に相当する額

を、各市町にかかる個人の県民税の額に対する割合の当該年度前３年度内の各年度にかかるものの

平均値で按分して、県から交付されたものである。 

 ホ．配当割交付金 

配 当 割 交 付 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

10,000,000 17,599,000 17,599,000 0 7,599,000 176.0 100.0 

 収入済額１，７５９万９千円は歳入決算額の０．１％で、前年度に比較すると１７５万３千円（１

１．１％）の増加である。 

この収入は、一定の上場株式等の配当等に課税される配当割について、その５分の３相当額が、

市町村に対して、当該市町村の個人県民税額で按分して交付されたものである。 

ヘ．株式等譲渡所得割交付金 

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

4,000,000 4,062,000 4,062,000 0 62,000 101.6 100.0 

収入済額は４０６万２千円で、前年度に比較すると１１９万３千円（２２．７％）の減少である。 

この収入は、源泉徴収を選択した特定口座における株式等譲渡所得等に課税される株式等譲渡所

得割について、その５分の３相当額が、市町村に対して、当該市町村の個人県民税額で按分して交

付されたものである。 
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 ト．地方消費税交付金 

地 方 消 費 税 交 付 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

444,000,000 463,222,000 463,222,000 0 19,222,000 104.3 100.0 

収入済額４億６，３２２万２千円は歳入決算額の２．４％で、前年度に比較すると３３８万４千

円（０．７％）の減少である。 

この収入は、消費税（５％）のうちの１％の２分の１に相当する額を県内の市町の人口と従業者

数で按分して交付されたものである。 

 チ．ゴルフ場利用税交付金 

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

88,000,000 86,277,712 86,277,712 0 △ 1,722,288 98.0 100.0 

 収入済額８，６２７万８千円は歳入決算額の０．４％で、前年度に比較すると８８７万３千円（９．

３％）の減少である。 

 この収入は、市内のゴルフ場を利用することにより、ゴルフ場利用税（県税）として納められた

額の１０分の７に相当する額が県から交付されたものである。 

 リ．自動車取得税交付金 

自 動 車 取 得 税 交 付 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

56,000,000 60,729,000 60,729,000 0 4,729,000 108.4 100.0 

 収入済額６，０７２万９千円は歳入決算額の０．３％で、前年度に比較すると４６９万６千円（７．

２％）の減少である。 

 この収入は、地方税法の規定に基づき、道路の経費として自動車取得税額に１００分の９５を乗

じて得た額の１０分の７に相当する額を、市道路の延長及び面積で按分して県から交付されたもの

である。 
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ヌ．国有提供施設等所在市町村助成交付金 

国有提供施設等所在市町村助成交付金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

30,000,000 30,026,000 30,026,000 0 26,000 100.1 100.0 

 収入済額３，００２万６千円は歳入決算額の０．２％で、前年度に比較すると６万３千円（０．

２％）増加している。 

 この収入は、国有提供施設等所在市町村助成金に関する法律に基づき、国が市町村に財政調整と

その補償の目的をもって、同法第２条により交付されるもので、当該土地、建物及び工作物の価格

の合算額のうち、１０分の７については当該施設の所在市町村へ交付し、市町村助成交付金の総額

の１０分の３に相当する額については、当該市町村の財政状況等を考慮して、国が配分決定するこ

とになっている。 

 ル．地方特例交付金 

地 方 特 例 交 付 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

75,026,000 75,026,000 75,026,000 0 0 100.0 100.0 

 収入済額７，５０２万６千円は歳入決算額の０．４％で、前年度に比較すると７３６万円（８．

９％）の減少である。 

 この収入は、児童手当の拡充に伴う財源措置及び住宅借入金等税額控除による個人市民税の減収

額を補てんする措置として交付されたものである。 

 ヲ．地方交付税 

地 方 交 付 税 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

4,221,447,000 4,380,947,000 4,380,947,000 0 159,500,000 103.8 100.0 

 収入済額４３億８，０９４万７千円は歳入決算額の２２．４％で、前年度に比較すると６，９１

７万６千円（１．６％）の減少である。 

 この収入は、国税三税（所得税、法人税、酒税）、消費税及びたばこ税の収入見込額の一定割合

の額で、地方公共団体が等しくその行うべき事務を遂行することができるよう、一定の基準により

国から交付されたものである。 
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 当年度は、普通地方交付税３７億６，１４４万７千円及び特別地方交付税６億１，９４９万３千

円が交付された。 

 普通地方交付税は、前年度に比べ１億１，０４５万５千円（２．９％）の減少となっている。 

 特別地方交付税は、前年度に比べ４，１２７万２千円（７．１％）の増加である。 

 ワ．交通安全対策特別交付金 

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

7,000,000 6,867,000 6,867,000 0 △ 133,000 98.1 100.0 

 収入済額６８６万７千円は、前年度に比較すると８万２千円（１．２％）の増加である。 

 この収入は、道路交通法に定める交通反則通告制度による反則金にかかる収入済額に相当する額

を、特定の交通安全施設の設置に要する費用に充てるため、国から交付されたものである。 

 カ．分担金及び負担金 

分 担 金 及 び 負 担 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

410,306,000 322,767,974 314,457,864 8,310,110 △ 95,848,136 76.6 97.4 

 収入済額３億１，４４５万８千円は歳入決算額の１．６％で、前年度に比較すると２，６０５万

８千円（７．７％）の減少である。これは、主に農業費分担金、児童福祉費負担金などが減少とな

ったためである。 

 収入済額のうち主なものは、児童福祉費負担金２億５，８４４万９千円、農業費負担金４，０５

４万７千円、保健体育費負担金６５８万２千円である。 

 収入未済額は８３１万円で、前年度に比較すると２２万２千円（２．６％）の減少となっている。

その内訳は、児童福祉費負担金で６１３万７千円（７３．８％）、農業費負担金で２１７万３千円

（２６．２％）である。 

 未収金のうち、児童福祉費負担金は公立･私立保育所保護者負担金、農業費負担金は国営加古川

西部土地改良事業負担金であり、いずれも早期解消に努められたい。 
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ヨ．使用料及び手数料 

使 用 料 及 び 手 数 料 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 円 ％ ％ 

448,354,000 488,760,459 445,582,089 462,950 42,715,420 △ 2,771,911 99.4 91.2 

 収入済額４億４，５５８万２千円は歳入決算額の２．３％で、前年度に比較すると２，０４６万

２千円（４．４％）の減少である。 

 使用料は２億７１５万９千円で、前年度に比較し６６０万９千円（３．１％）の減少で、手数料

は２億３，８４２万４千円で、前年度に比較し１，３８５万３千円（５．５％）の減少となってい

る。 

 使用料の収入済額のうち主なものは、住宅使用料８，０７９万８千円、道路橋梁使用料３，４０

７万３千円、清掃使用料３，３８９万７千円、幼稚園使用料２，２６４万６千円、保健衛生使用料

１，３２７万１千円、総務管理使用料９２４万３千円で、手数料の収入済額のうち主なものは、清

掃手数料２億１，１６３万２千円、戸籍住民基本台帳手数料２，１０２万３千円、徴税手数料３３

２万１千円、保健衛生手数料２０４万８千円である。 

 収入未済額は４，２７１万５千円で、前年度に比較すると２０１万６千円（５．０％）の増加と

なっている。その主な内訳は、住宅使用料３，８３７万７千円（８９．８％）、清掃手数料４２７

万４千円（１０．０％）である。 

 前年度に比べて収入未済額は、住宅使用料で増加したものの、清掃手数料では減少している。 

今後も納入指導を行うとともに、特に長期間にわたる未納者には厳正な態度で臨み、未収金の回

収に努められたい。その際には未納者の生活実態の把握を十分にすることを望む。 

 タ．国庫支出金 

国 庫 支 出 金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

2,110,228,000 2,028,869,576 2,028,869,576 0 △ 81,358,424 96.1 100.0 

 収入済額２０億２，８８７万円は歳入決算額の１０．４％で、前年度に比較すると４，１１１万

５千円（２．０％）の減少である。 

 これは主に、総務費補助金、小学校費補助金、道路橋梁費補助金等が減となったためである。 

 収入済額の主なものは、児童福祉費負担金７億９，２４３万１千円、中学校費補助金５億７，８

１５万５千円、生活保護費負担金２億５，８６１万１千円、社会福祉費負担金２億３，９６９万３

千円、道路橋梁費補助金５，１８１万９千円である。 



 - 14 - 

 レ．県支出金 

県  支  出  金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

1,254,005,000 986,002,330 986,002,330 0 △ 268,002,670 78.6 100.0 

 収入済額９億８，６００万２千円は歳入決算額の５．０％で、前年度に比較すると７，１１６万

円（６．７％）の減少である。 

 これは主に児童福祉費補助金、老人福祉費補助金、統計調査費委託金、選挙費委託金等で減少し

たものである。 

 収入済額の主なものは、社会福祉費負担金３億５８０万７千円、児童福祉費負担金１億５，１３

０万４千円、社会福祉費補助金１億３，０８０万１千円、徴税費委託金７，０３５万５千円である。 

 ソ．財産収入 

財  産  収  入 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

28,283,000 9,366,235 9,366,235 0 △ 18,916,765 33.1 100.0 

 収入済額９３６万６千円は歳入決算額の０．０％で、前年度に比較すると５５７万８千円（３７．

３％）の減少である。 

 これは主に、土地売払収入が減少したためである。 

 収入済額のうち主なものは、土地建物貸付収入３２０万４千円、利子及び配当金３１９万円、物

品売払収入２４１万３千円である。 

 ツ．寄附金 

寄    附    金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

32,663,000 31,356,057 31,356,057 0 △ 1,306,943 96.0 100.0 

 収入済額３，１３５万６千円は歳入決算額の０．２％で、前年度に比較すると２０９万１千円（６．

３％）の減少である。 

これは主に、、一般寄附金、地域福祉基金寄附金が減少したためである。 

 収入済額のうち主なものは、ふるさと応援基金寄附金２，２９１万円、消防費寄附金５９３万５

千円である。 
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 ネ．繰入金 

繰    入    金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

22,749,000 22,550,457 22,550,457 0 △ 198,543 99.1 100.0 

 収入済額２，２５５万円は歳入決算額の０．１％で、前年度に比較すると８３７万８千円（２７．

１％）の減少である。 

 これは主に、国営加古川西部土地改良事業費償還基金繰入金の減少によるものである。 

 収入済額のうち主なものは、鉄道経営対策事業基金繰入金１，０７８万８千円、地域福祉基金繰

入金１，００１万円である。 

 ナ．繰越金 

繰    越    金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

650,268,000 650,268,844 650,268,844 0 844 100.0 100.0 

 収入済額６億５，０２６万９千円は歳入決算額の３．３％で、前年度に比較すると４億４７７万

円（１６４．９％）の増加である。 

 これは、平成２２年度一般会計決算の歳入歳出差引額を平成２３年度会計予算に繰り越したもの

である。 

 ラ．諸収入 

諸   収   入 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
収入率 

対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

1,875,898,000 1,908,969,929 1,888,224,007 180,000 20,565,922 100.7 98.9 

収入済額１８億８，８２２万４千円は歳入決算額の９．７％で、前年度に比較すると８，８９１

万４千円（４．５％）の減少である。 

 これは主に、貸付金元利収入、雑入が減少したためである。 

 収入済額のうち主なものは、土地開発公社貸付金元利収入１１億１，１００万円、貸付金元利収

入４億９，９９２万１千円、雑入２億３，２４０万６千円である。 

 収入未済額２，０５６万６千円は、貸付金元利収入である。今後も、未収金の回収、解消に努め

られたい。 
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 ム．市債 

市      債 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

1,552,500,000 1,154,000,000 1,154,000,000 0 △ 398,500,000 74.3 100.0 

収入済額１１億５，４００万円は歳入決算額の５．９％で、前年度に比較すると５，３４０万円

（４．４％）の減少である。 

 これは主に、小学校債、中学校債、農林水産業施設災害復旧事業債、公共土木施設災害復旧債、

都市計画債が増加したものの、臨時財政対策債、道路橋梁債、社会福祉債、減収補てん債で減少し

たためである。 

 収入済額のうち主なものは、臨時財政対策債８億９，０３０万円、小学校債９，６６０万円、中

学校債９，０２０万円、道路橋梁債２，３９０万円、農林水産業施設災害復旧事業債１，４１０万

円、公共土木施設災害復旧債１，１７０万円である。 


